副知事交渉の概要

１　道人事委員会勧告に対する基本姿勢について

地公三者は、我々が受け取っている給与は独自削減後の給与で26,796円も民間を下回っており、マイナス勧告は実施すべきでないと訴え、給料表や制度調整の扱いについて質した。副知事は、「基本的に人事委員会の勧告の趣旨を尊重し、対処する」と回答したことから、地公三者は、「これ以上の削減は絶対に認めない。特に、制度調整については、不利益の遡及でしかなく、既に７.５％も独自削減されており、0.34％のマイナス調整は必要ない。人事委員会の報告の中でも、給与が削減されている実情に配慮する必要がある、と言及している。この言及を重く受け止め、実態を踏まえた対応をするよう強く求める」と再検討を申し入れた。

２　現給保障措置の取り扱い
地公三者は、「国より10％も高い受給者率、2006年の導入時における議論経過など踏まえ、現給保障措置は廃止せず、存続すべき」と訴えた。これに対し副知事は、「経過措置額の受給者の割合が国家公務員より高いことや職員の士気の確保など配慮し、所要の措置について勧告したものと承知しており、勧告の趣旨を尊重し対処する」との考えを示したため、地公三者は、「独自削減が13年も実施され、民間より大幅に引き下げられた賃金で生活してきた組合員・家族の厳しい実態や数年で受給者が減る状況が想定される中、急いで廃止する必要はない」と指摘し、現給保障の存続に向け、再検討を強く申し入れた。

３　給与の独自削減について

(1)　 13年にも及ぶ長期間で大幅な独自削減を強いている状況に対し、使用者としての認識と責任をどのように考えているのか質したところ、副知事は、「長期間にわたって、職員の方々は勿論のこと、そのご家族の方々の生活にも、極めて大きな負担を強いていることについて、厳しく受け止めており、誠に申し訳なく思っている」との認識を示した。

(2)　地公三者は、13年に及ぶ独自削減やその間の勧告によって生じた財源について、説明を求めた。副知事は、「給与の独自縮減措置分で約3,110億円程度、人事委員会の勧告実施分で約640億円程度のほか、給与の適正化による影響額も生じている」と回答した。さらに、地公三者は、今年の勧告実施による財源効果を明らかにするよう求めたところ、副知事は、約10億円程度人件費総額が抑制されることを明らかにしたものの、依然として厳しい社会情勢の中において、「道財政は、引き続き厳しい状況の下にある」との不満な回答に止まった。
(3)　地公三者は、厳しいことばかりを強調するのではなく、使用者として職員の生活や士気などに配慮すべきことを訴え、最低限、二重の削減とならないよう、独自削減の圧縮をすべきと質したが、副知事は、｢持続可能な行財政運営の確立に向けて全力を尽くしていなかければならない｣との姿勢を示すに止まったため、組合員・家族の厳しい生活実態、北海道経済や民間労働者に及ぼす影響などをしっかり踏まえ、独自削減とマイナス勧告の取り扱いについて、次回交渉まで再検討することを強く申し入れた。また、来年度以降は独自削減によらない財政運営を行うことを次回交渉で表明するよう強く求めた。
４　号俸増設について

地公三者は、枠外昇給制度が廃止され、多くの職員が定年まで賃金が上がらない実態が明らかで、人事政策上も極めて問題であり、在級者の67％が最高号俸に到達している異常とも言える状況に対する認識を質したところ、副知事は、「給料表については基本的に人事委員会勧告に基づき対処していなかなければならない」と回答したことから、号俸増設は喫緊かつ重要な課題と受け止め、対処するよう強く申し入れた。

５　短期育児休業取得に関わる期末手当の減額措置の改善について

人事委員会は、10月27日の勧告における「公務運営に関する報告」で、「国と同様に所要の措置を検討する」としている。北海道においても、国に遅れることなく今年12月の一時金から、育児休業の短期取得に係る期末手当の算定について、減額措置の緩和などの改善を図るよう求めた。副知事は、「今後予定される人事委員会規則の改正等に基づき、適切に対処する」と回答したことから、地公三者は回答を確認し、今年12月から改善されるよう強く求めた。

６　定年延長について

　　地公三者は、国に遅れることなく制度設計の議論を早急にスタートさせることが必要であることや、定年延長に向けての課題は多く、早急に課題を整理し、我々との合意を前提に、十分な交渉・協議を行い、北海道の実情に応じた検討を進めるよう求めたところ、副知事は、「国における関係法令の改正の動向を見極めながら、必要な検討を行い、皆様方とも話し合って参りたい」と回答したことから、地公三者は話し合う姿勢を確認した。
７　最後に

　　千葉地公三者議長は、「制度調整や現給保障廃止について、勧告の趣旨を尊重するとの回答は、使用者としての責任が感じられない。長期間にわたる独自削減によって、組合員・家族の生活は、我慢の限界に来ている。人事委員会の言及を受け止め今年度内であっても独自削減停止、最低でも削減幅の圧縮を求める。また、来年度以降における独自削減の取扱いについて何ら示されていない。2011年度で独自削減は停止するとの約束はきっちりと守り、次回の交渉で明言すること」と強く申し入れ、次回交渉まで再検討するよう求めた。
